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  主         文 

１ 原判決を取り消す。 

２ 控訴人らが，被控訴人に対し，当判決別紙１「労働契約一覧」記載の各労

働契約上の権利を有する地位にあることを確認する。 

３ 被控訴人は，控訴人Ａ，控訴人Ｂ，控訴人Ｃ及び控訴人Ｄに対し，平成２

９年４月１日から本判決確定の日まで，毎月末日限り，当判決別紙２「賃金

一覧」記載の各金員をそれぞれ支払え。 

４ 被控訴人は，控訴人Ｅに対し，平成２９年８月２５日から本判決確定の日

まで，毎月末日限り，当判決別紙２「賃金一覧」記載の金員を支払え。 

５ 控訴人Ｅのその余の請求を棄却する。 

６ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人の負担とする。 

７ この判決は，第３項及び第４項に限り，仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

２ 控訴人らが，被控訴人に対し，当判決別紙１「労働契約一覧」記載の各労働

契約上の権利を有する地位にあることを確認する。 

３ 被控訴人は，控訴人らに対し，平成２９年４月１日から本判決確定の日まで，

毎月末日限り，当判決別紙１「労働契約一覧」の各賃金欄記載の金員をそれぞ

れ支払え。 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の骨子 

 本件は，被控訴人（原審被告）との間で業務請負契約を締結した会社の労

働者として被控訴人の工場で製品の製造業務に従事していた控訴人（原審原

告）らが，被控訴人に対し，被控訴人は労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労



 

- 2 - 

 

働者派遣法」という。）４０条の６第１項５号（平成２４年法律第２７号に

よる改正後（平成２７年１０月１日施行）のもの。以下同じ。）に該当する

行為を行い，同項柱書本文により労働契約の申込みをしたものとみなされ，

これに対して控訴人らが承諾する旨の意思表示をしたから，控訴人らと被控

訴人との間に，原判決別紙１「労働契約一覧」記載の各労働契約が成立した

として，それらが存在することの確認及び同契約に基づき平成２９年４月１

日から本判決確定の日まで，毎月末日限り，原判決別紙１「労働契約一覧」

の各賃金欄記載の賃金の支払を求めた事案である。 

 原判決は，控訴人らの請求をいずれも棄却した。これに対し，控訴人らが

控訴した。控訴人らは，当審において，確認を求める労働契約の内容及び支

払を求める賃金を当判決別紙１「労働契約一覧」のとおりそれぞれ変更した。 

 ２ 前提となる事実，争点及び争点に対する当事者の主張 

   原判決の引用 

前提となる事実，争点及び争点に対する当事者の主張は，当審における当

事者の主張を踏まえ，後記 のとおり原判決を補正し，後記３のとおり当審

における追加主張を付加するほかは，原判決「事実及び理由」中第２の１か

ら３まで（２頁２０行目から２５頁６行目まで）記載のとおりであるから，

これを引用する。なお，引用文中，「別紙」とあるのは「原判決別紙」と読

み替える。また，引用証拠中，人証はいずれも原審におけるものである。 

   原判決の補正 

   ア ３頁１８行目の「ライフ社に入社し」の次に「，平成１３年９月に退職

し，平成１５年１０月に復職し平成１７年３月まで，平成１８年８月に復

職し平成２０年４月まで，平成２１年５月に復職し」を加える。 

イ ５頁１６行目及び１８行目の各「労働者の役務」をいずれも「労働者派

遣の役務」に，２６行目の「役務提供」を「労働者派遣の役務の提供」に，

それぞれ改める。 
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ウ ６頁１行目の「同条の６」から２行目の「施行された。」までを「労働

者派遣法４０条の６の規定は，平成２４年法律第２７号２条（平成２７年

１０月１日施行）により新設された。」に改め，１５行目の「２１日」か

ら２３行目末尾までを次のとおり改める。 

    「１７日，被控訴人に対し，本件業務請負契約１が労働者派遣法４０条の

６第１項５号に該当するとして，被控訴人からの直接雇用の申込みを承

諾する旨の書面（甲２０の１）を発送し，同書面は，同月２１日，被控

訴人に到達した。（甲２０の１・２） 

      控訴人Ｅは，連合兵庫ユニオンⅬ.Ｉ.Ａ労働組合（以下「ライフ社労

組」という。）の執行委員長として，被控訴人に対し，「直接雇用の見

なし規定に対応して承諾通知を行っている従業員ら」について雇用契約

が成立しているものとして扱うことを要求事項の一つとして掲げる同月

２４日付け団体交渉要求書（甲９９）を発した後，同年８月２５日，被

控訴人に対し，本件業務請負契約２が労働者派遣法４０条の６第１項５

号に該当し，控訴人Ｅも，控訴人Ａ，控訴人Ｂ，控訴人Ｃ及び控訴人Ｄ

と同様，労働組合を通じて直接雇用後の労働条件に対する団体交渉を求

めていたこと等から，既に直接雇用の申込みを承諾する旨の通知をした

と考えているが，同年３月１７日付けの前記通知（甲２０の１）には控

訴人Ｅの氏名が明記されていなかったので，念のため承諾の通知を行う

旨記載した書面（甲２１の１）を発送し，同書面は，同年８月２８日，

被控訴人に到達した。（甲２１の１・２，９９。なお，控訴人らの労働

条件の内容，控訴人Ｅの承諾する旨の意思表示の時期については，後記

のとおり争いがある。）」 

エ ６頁２５行目の「連合兵庫」から２６行目「という。）」までを「ライ

フ社労組」に改め，７頁６行目の末尾に改行の上，次のとおり加える。 

    「 ライフ社労組は，平成２９年３月２４日頃，前記団体交渉要求書（甲
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９９）により，被控訴人に対し，伊丹工場で就労中のライフ社の従業員

全員を被控訴人において直接雇用することや，労働者派遣法４０条の６

に基づき直接雇用の申込みに対し承諾通知を行っている従業員らについ

て雇用契約が成立したと扱うことなどを求めて，団体交渉を申し入れた

が，被控訴人は，同月２８日，被控訴人はライフ社の従業員につき労働

組合法７条の使用者には該当しないとして団体交渉をすることを拒ん

だ。」 

オ ７頁１２行目の「甲２２」の次に「，２８，９９」を加える。 

カ ２４頁１８行目冒頭から２３行目末尾までを「偽装請負が組織的かつ恒

常的に繰り返されている場合には，「免れる目的」が認められるというべ

きであり，上記 で主張した事実に加え，製造業について労働者派遣が解

禁される前から被控訴人が伊丹工場でライフ社の従業員を請負形式で受

け入れ，被控訴人従業員と混在する現場で指揮命令をし，労働者派遣法の

適用を回避していた経緯等を踏まえれば，被控訴人の「免れる目的」は容

易に認定することができるというべきである。」に改める。 

キ ２５頁３行目の「免れる目的」から６行目末尾までを「同号が「免れる目

的」を要件としたのは，客観的に違反行為があるというだけでは，派遣先

にその責めを負わせることが公平を欠く場合があるからである。自らの指

揮命令により役務の提供を受けていることや労働者派遣以外の形式で契約

をしているからといって，直ちに派遣先に「免れる目的」があることを推

認することはできない。また，「免れる目的」は法人の代表者又は契約締結

権限を授権されている者の認識としてこれがあると認められることが必要

である。しかるところ，平成２８年当時，被控訴人伊丹工場では，労働者派

遣契約を締結している工程も存在しており，偽装請負を行う必要などなか

ったこと，請負契約を締結していた工程は外注に馴染む工程であったこと，

被控訴人が，平成２９年３月１日，巾木工程について労働者派遣契約を締
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結したのはライフ社やシグマ社の申出に基づくものであったこと等に鑑み

れば，被控訴人とライフ社との間の業務請負契約の締結権者であったＦ工

場長において，労働者派遣法の規制を回避する意図を有していなかったこ

とは明らかである。」に改める。 

 ３ 当審における追加主張 

 争点３（控訴人らの労働条件） 

（控訴人らの主張） 

 ア 次のとおり，控訴人らとライフ社との労働契約に期間の定めはなく，労

働者派遣法４０条の６の規定により派遣先との間で成立する労働契約の

労働条件は，当判決別紙１「労働契約一覧」のとおりである。 

 控訴人Ｄは，平成１０年１１月２０日から平成２９年３月３０日まで

契約が継続していたが，控訴人Ｄが署名押印したのは，入社当初の日給

月給時の契約書（甲１６７）と平成１９年４月頃の雇用期間平成１９年

４月１日から平成２０年３月３１日までの契約書（甲１６８）しかなく，

平成２８年１月にライフ社から一方的に契約書（甲３の３）を交付され

たが，署名押印していない。控訴人Ｄに契約の更新手続などなかった。 

   控訴人Ｅは，平成１１年１月１９日，Ｌ社長から「うちは請負でやっ

ていて，派遣と違い期間の定めがないので，ずっと同じ職場で働ける」

旨言われ，同日から就労を開始し，平成２９年３月３０日まで契約が継

続していたが，控訴人Ｅが署名押印したのは，入社当初の契約書と平成

１９年４月頃の契約書しかなく，平成２８年１月にライフ社から一方的

に契約書（甲３の４）を交付されたが，署名押印していない。控訴人Ｅ

にも契約の更新手続などなかった。 

 控訴人Ａは，平成１２年７月頃から就労を開始しているが，雇用期間

の説明を受けていない。控訴人Ａは，平成２９年３月３０日までの間，

４回ライフ社を退職しているが，いずれも自己都合である。また，控訴
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人Ａも署名押印したのは，入社当初の契約書と平成１９年４月頃の契約

書しかなく，平成２８年１月にライフ社から一方的に契約書（甲３の１）

を交付されたが，署名押印していない。控訴人Ａが，平成１９年４月以

降，２回自己都合退職し，平成２１年５月頃と平成２７年５月１１日に

復職した際，いずれも契約手続は一切なかった。控訴人Ａにも契約の更

新手続などなかった。 

 控訴人Ｂも，Ｌ社長から「うちは請負でやっていて，派遣と違い期間

の定めがないので，ずっと同じ職場で働ける」という旨を言われて就労

を開始し，平成１２年８月１日から平成２９年３月３０日まで契約が継

続していたが，控訴人Ｂも署名押印したのは，入社当初の日給月給時の

契約書と平成１９年４月頃の契約書しかなく，平成２８年１月にライフ

社から一方的に契約書を交付されたが，署名押印していない。控訴人Ｂ

にも契約の更新手続などなかった。 

   控訴人Ｃは，平成２５年９月１３日から平成２９年３月３０日まで契

約が継続していたが，契約書を交わしたことはなく，入社面接時に雇用

期間に定めがない旨の説明を受けた。控訴人Ｃにも契約の更新手続など

なかった。 

 イ 仮に，控訴人Ｃを除く控訴人ら４名とライフ社との間の各契約が１年の

有期自動更新契約であった場合であったとしても，何らの手続もなく１０

年間にわたって自動更新されていたから，実質，期間の定めのないものと

同視することができる１年有期の自動更新契約であった。 

 ウ 被控訴人の後記イの主張は争う。被控訴人の主張は労働者派遣法４０条

の６の規定の制定過程や制度趣旨から導かれる同規定の解釈としては誤

っている。同規定は，派遣労働者の雇用の安定を図るための規定であり，

同規定によって派遣先との間で成立する労働契約は，当該派遣労働者の労

働契約が有期契約であった場合には，当該有期契約の残存期間がそのまま
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移転するのではなく，その成立（承諾）時点を契約の始期として，当該労

働契約の労働条件と同じ内容のものとして成立すると解すべきである。ま

た，当該労働契約が終了しているか否かにかかわらず，同規定の定める１

年間の期間内は，労働者の選択による派遣先との労働契約の成立を認める

のが，派遣労働者の雇用の安定という制度趣旨に沿った解釈というべきで

ある。 

（被控訴人の主張） 

 ア 控訴人らの主張は，いずれも否認ないし争う。 

   ライフ社と控訴人らとの労働契約は，４か月単位の契約期間となってい

るから（甲３の１から４），平成２９年当時の契約期間は，平成２８年１

２月１５日から平成２９年４月１５日までである。 

 イ 労働者派遣法４０条の６の規定により派遣先との間で労働契約が成立

する場合の契約期間は，派遣労働者に係る元の労働契約に含まれる内容が

そのまま適用されるのであり，当該労働契約の契約期間を超えて，派遣先

との間に労働契約が成立することはない。したがって，仮に，同規定によ

り，控訴人らと被控訴人との間に労働契約が成立するとしても，契約期間

は最長でも平成２９年４月１５日までのものになる。さらに，ライフ社と

控訴人らとの労働契約は同年３月３０日限り終了したことは争いがなく，

仮に控訴人らと被控訴人との間に労働契約が成立するとしても，契約期間

は最長でも同日までのものとならざるを得ない。また，派遣労働者に係る

労働契約が終了している場合には，同規定により派遣先との間で労働契約

が成立する余地はない。 

 争点４（控訴人Ｅの承諾の意思表示の時期） 

（控訴人Ｅの主張） 

  控訴人Ｅについては，ライフ社労組の執行委員長として，平成２９年３月

２４日に被控訴人に対し直接雇用を求める団体交渉要求書を発し，被控訴人
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の申込みに対して承諾しているから，同日には労働契約が成立している。ま

た，念のため，同年８月２５日に承諾通知を発しているから，遅くとも同日

に労働契約が成立している。 

（被控訴人の主張） 

  争う。控訴人Ｅとライフ社との間の労働契約は，平成２９年３月３０日限

りで終了しているところ，控訴人Ｅが承諾の意思表示を発信したのは，同年

８月２５日であり，前記 （被控訴人の主張イ）のとおり，派遣元との間で

労働契約が終了している場合には，労働者派遣法４０条の６の規定により派

遣先との間で労働契約が成立する余地はなく，労働契約の期間内に承諾の意

思表示がなされていないから，控訴人Ｅと被控訴人との間には労働契約は成

立していない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   前記補正の上引用した原判決の前提となる事実，後掲各証拠及び弁論の全趣

旨によれば，以下の事実を認めることができる。 

 伊丹工場，巾木工程，化成品工程の作業場所及び作業内容等 

   ア 伊丹工場 

伊丹工場の全体図は，原判決別紙４の１「伊丹工場全体図」のとおりで

あり，平成２９年２月２８日当時の伊丹工場の組織は，当判決別紙３「伊

丹工場組織図」のとおりである。伊丹工場には，化成品工程及び巾木工程

のほかに，ＭＶ工程（ビニール床タイルの製造），ＳＦ工程，ＣＦ工程（ク

ッションフロアの製造），プリント巾木工程（巾木工程で製造された巾木

にプリント加工する工程），ＲＳ工程（壁紙や床材のクッションフロアの

柄の印刷），ＩＳ工程（インディードシードの製造）があり，被控訴人は，

Ｆ工場長が伊丹工場の製造課課長として着任した平成２３年頃には，化成

品工程及び巾木工程を除き，ライフ社を含め複数社との間で労働者派遣契
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約を結び，派遣労働者を受け入れていた。（甲５５の１，乙１３，３５，

原審証人Ｆ） 

イ 巾木工程について 

 作業場所等 

巾木工程の作業場所は，原判決別紙４の２「伊丹工場巾木工場周辺図」

の「巾木工場」「巾木旧工場」部分の１階及び２階である。（甲５５の

２） 

巾木工程は，プリント巾木工程と隣接しているが，製造過程はこれと

区分されている。                           

   巾木工程には，１号機から５号機まで５台の製造機械（５ライン）が

あり，ラインの長さは概ね２５メートル程度，半製品の数は２種類，被

控訴人の品質基準では１２項目の検査項目があり，品種は４種である。 

（甲５５の２，５６，５７，乙１６，１９，２２） 

 作業時間等 

   ３班（各４名構成で，うち１名が主任）を構成し，７時～１５時（被

控訴人及び控訴人らはこの勤務を「１直」と呼ぶ。），１５時～２３時

（被控訴人及び控訴人らはこの勤務を「２直」と呼ぶ。），２３時～７

時（被控訴人及び控訴人らはこの勤務を「３直」と呼ぶ。）のシフトを

組んで，月曜日から土曜日の早朝まで，２４時間３交代勤務であり，各

班１週間ずつ交代で１直から３直までの勤務をする。そのほか，常勤主

任がいる。通常，３台の製造機械（３ライン）を稼働させているが，繁

忙期には４台（４ライン）稼働することもある。（甲５８，９２，９５，

１４１，弁論の全趣旨） 

     作業内容等 

   巾木工程の作業内容は，①巾木工程の資材置場から原材料の搬入，②

スーパーミキサーによる原材料の撹拌，③ジェットカラーでの顔料と原
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料の撹拌（製品の色の決定），④加熱加圧による板状への成型とトップ

チップによる塗膜の形成（成型金型であるリップからの押出し），⑤水

冷却後，切断・検品・梱包，⑥納入である。 

巾木工程の作業は，大別すると，①サンプル担当（２時間おきに各機

械の巾木サンプルを採取して，外観を確認，各種測定器で規格に合致し

ているかを調査し，製造日報，工程管理表，製造明細等の書類に必要事

項を記載する。），②２階作業担当（顔料の変更，ダイスやリップ（ダ

イスは押出機の先頭部分の金型で，リップはダイスの先端部分に付ける

金型である。）の取替え，ライン替え（製造ラインを変更し，ラインを

停止して，押出機やダイス内部の材料を除去し，清掃する。）），③１

号機の巻取り担当（巻き取った製品を箱詰し，パレット上に並べる。）

に分かれ，それぞれ１名が担当する。主任は，各作業者が休憩に入ると

きにそのポジションを代行したりする。 

（甲５８，８５，乙１６，弁論の全趣旨） 

ウ 化成品工程について 

  作業場所 

      化成品工程の作業場所は，原判決別紙４の１「伊丹工場全体図」の「化

成品工場」の１階から３階までである。 

      化成品工程は，作業場所の建物自体が独立しており，他の工程と隣接

していない。 

ラインの長さは，概ね１２メートルであり，半製品の数は９種類，被

控訴人の品質基準では１０項目の検査項目があり，品種は７種である。 

（甲５５の１，５９，６０，乙１７，１９，２２） 

 作業時間等 

作業時間は，月曜日から金曜日までの８時３０分から１６時３０分ま

でであり，通常は主任と作業員の２名体制であるが，溶剤系を調合する
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ときや充填・缶積作業があるときに，１，２名の応援が必要となる。（甲

９６） 

  作業内容等 

      接着剤には，水系（原料に水が含まれるもので，これのみで接着剤と

しての効用を発揮するもの）と溶剤系（２種類の異なる液体を混合する

ことにより，初めて接着剤として効用を発揮するもの）がある。 

水系の作業内容は，原料をミキサーで撹拌し，容器に封函し，倉庫に

搬送するものである。溶剤系の作業内容は，原料を別々のミキサーで撹

拌混合し，別々に容器に封函し，倉庫に搬送するものである。 

１名が１階でライン作業，１名が２階で調合作業を行う。 

(甲６１，９６，乙１７) 

 平成２６年頃までの被控訴人の従業員の巾木工程及び化成品工程への関

与等 

ライフ社は，平成１１年頃から，被控訴人と業務請負契約を締結し，巾木

工程において，ライフ社の従業員が稼働するようになった。当時の巾木工程

には，常勤主任及び各班の主任は被控訴人の従業員が務め，被控訴人の従業

員がほかに１名いる班もあった。平成１３年頃までには，被控訴人の従業員

が抜け，ライフ社の従業員が主任も務めるようになり，巾木工程の３班１２

名と常勤主任１名がすべてライフ社の従業員となったが，被控訴人の従業員

で巾木工程の熟練労働者であるＳが常勤主任として残り，常勤主任２名体制

となった。Ｓは，巾木工程における仕事のやり方についてライフ社の従業員

を指導，教育していた。ライフ社の従業員は，夜勤時にトラブルがあったと

きは，Ｓの自宅の電話番号に架電して指示を仰いでいた。平成２２年頃，Ｓ

がプリント巾木工程へ異動し，被控訴人の従業員の常勤主任がいなくなり，

巾木工程は全員ライフ社の従業員のみとなった。しかし，その後も，Ｓが巾

木工程のライフ社の従業員に対し，巾木の製品の仕様について直接指示する
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ことがあり，被控訴人は，Ｓの行為が越権行為であり，請負契約における指

揮命令権の観点からも問題があると考え，平成２６年頃，被控訴人は，Ｓを

プリント巾木工程から異動させた。なお，控訴人らは，いずれもＳから指導

を受けている。化成品工程においても，平成２２年頃までは，同様にライフ

社の従業員と被控訴人の従業員が混在して稼働していたことが認められ，こ

れに反する証拠はない。（甲８９～９３，９５，９６，乙２０，原審控訴人

Ｅ本人） 

 平成２６年頃以降の巾木工程及び化成品工程の人員体制等 

ア 巾木工程について 

Ｈ常勤主任のほか，Ｒ，Ｎ及び控訴人Ａを主任として，３班（各４名構

成）を構成し，３班で１直から３直までシフトを組んで３交代勤務をして

いた。控訴人Ａの班の構成員は，控訴人Ａ，控訴人Ｄ，控訴人Ｃ及び控訴

人Ｂであった。（甲６５，６６，９４，原審控訴人Ｄ本人，原審控訴人Ａ

本人，弁論の全趣旨） 

被控訴人には，被控訴人本社の一部門である生産管理部（以下，単に「生

産管理部」という。）から発注されたものが工程で作れるかどうか確認す

る技術スタッフがおり，Ｇは，伊丹工場の製造課に所属する被控訴人の従

業員で巾木工程を担当する技術スタッフであった。（乙３５，原審証人Ｆ） 

巾木工程の常勤主任は，本件業務請負契約１（乙１）の４条に定めるラ

イフ社の遂行責任者であるとされており，被控訴人の技術スタッフとの間

で連絡確認をとる窓口の役割がある。（甲６９） 

イ 化成品工程 

Ｍ主任のほか，控訴人Ｅが配置されていた。化成品工程の就業時間は，

８時３０分から１６時３０分までであった。（弁論の全趣旨） 

Ｋは，製造課に所属する被控訴人の従業員で化成品工程を担当する技術

スタッフであった。（乙３５） 
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化成品工程の主任は，本件業務請負契約２（甲１５）の４条に定めるラ

イフ社の遂行責任者であるとされており，被控訴人の技術スタッフとの間

で連絡確認をとる窓口の役割がある。（弁論の全趣旨） 

ウ 他の工程 

     ライフ社は，被控訴人との間で，平成１９年４月１日に労働者派遣基本

契約を，平成２８年４月１日に労働者派遣個別契約をそれぞれ締結し，少

なくとも平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間，伊丹工

場ＭＶ工程製造作業に派遣労働者３名を，伊丹工場品質管理課製品検査作

業及びパソコンの操作業務に派遣労働者各１名を派遣していた。（乙１３，

１４の１～３） 

 平成２６年頃以降の控訴人らの業務遂行の状況等 

ア 巾木工程及び化成品工程の服装等 

  ライフ社の従業員の作業着及びヘルメットは，被控訴人の従業員と同じ

ものであったが，ライフ社の従業員のヘルメットには緑色のテープが貼ら

れていた。これらは被控訴人が用意し，貸与していたものである。（弁論

の全趣旨） 

イ 巾木工程及び化成品工程の業務の流れ等 

     基本的な手順 

 生産管理部が１週間ごとに巾木工程及び化成品工程の「製造依頼書」

を作成し，伊丹工場製造課がこれを確認の上，巾木工程及び化成品工程

に交付し，巾木工程ではＨ常勤主任が，化成品工程ではＭ主任が，それ

ぞれ製品の製造予定日を記載した「週間製造日程表」を作成し，巾木工

程ではＧ，化成品工程ではＫの確認を得た上で，伊丹工場製造課に提出

していた。巾木工程の「週間製造日程表」（乙４）は，毎日どの製造機

械で，どの製品をどれだけ製造するかが詳細に記載されていた。Ｇは，

「週間製造日程表」を修正し，これをＨ常勤主任宛にメールで送信する
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こともあった（甲６８）。なお，このような「週間製造日程表」は，被

控訴人が定めた書式に従って作成されており，巾木工程及び化成品工程

に限らず，伊丹工場のそれぞれの工程において，各工程の責任者が作成

することになっていた。このほか，被控訴人は，毎月，伊丹工場の全工

程の製造日程を一覧表にまとめた製造日程表（甲８１）を作成しており，

同製造日程表には，巾木工程や化成品工程も他の工程と並んで記載され

ていた。（甲６８，８１，乙２～５，２０，２８，３５，弁論の全趣旨） 

      そして，製品製造後，巾木工程及び化成品工程のライフ社の従業員は，

被控訴人の管理するコンピュータの端末に，日付，指図書番号，ロット

番号，出来高を入力し，プリントアウトされた「受入伝票」及び「製品

カード」を製品とともに所定の場所に置いていた。もっとも，巾木工程

で製造された巾木のうち，被控訴人においてプリント巾木に加工する場

合には，「製品カード」の代わりに，「プリントベース製品カード」が

使用されることがあった。なお，「受入伝票」，「製品カード」及び「プ

リントベース製品カード」は，被控訴人が定めた書式に従って作成され

た。 

なお，巾木工程及び化成品工程で製造された各製品について，ライフ

社が独自に品質検査や検品をした上で，被控訴人に引き渡していたこと

を認めるに足りる証拠はない。（乙６～８，弁論の全趣旨） 

     変更の手順 

在庫状況や受注状況に合わせて事後的に製造依頼の内容が変更される

ことがあり，生産管理部から，品種や数量を変更するために，巾木ライ

ン変更・追加依頼書や化成品ライン変更・追加依頼書が発出され，巾木

工程及び化成品工程は上記書面に従って品種や数量を変更していた。（乙

９，１０，弁論の全趣旨） 

      また，伊丹工場製造課は，製品の仕様を変更する場合，巾木工程に対
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し，製造課指図書により，具体的に材料の量を指定するなどして製造条

件等の変更を連絡していた。 

これらの追加依頼書や製造課指図書は，巾木工程及び化成品工程に限

らず，伊丹工場のすべての工程で用いられており，内容は各工程毎に異

なるが，書式は共通のものが用いられていた。（甲１１の１～３，乙２

０，原審証人Ｆ）     

ウ 原材料の発注及び在庫管理等 

 被控訴人では，購買部がグループ会社を含めて原材料メーカーから原

材料を購入しており，巾木工程及び化成品工程の原材料は，被控訴人が

ライフ社に供給していた。原材料は，巾木工程及び化成品工程ともに，

Ｈ常勤主任及びＭ主任が週間製造日程表を作成する際，被控訴人に対し，

「材料発注書」を提出していた。（弁論の全趣旨） 

  また，巾木工程では，原材料の在庫管理は，Ｈ常勤主任が主に担当し，

月末に被控訴人のコンピュータシステムから在庫表をプリントアウトし，

品目ごとの終了を在庫表に記入し，これをＧに交付し，Ｇにおいて棚卸

結果を精査していた。（甲６３の１・２，乙２０，２２，原審控訴人Ａ

本人，弁論の全趣旨）  

エ 伊丹工場製造課及び品質管理課（以下，両課を併せて「製造課等」とい

う。）と巾木工程及び化成品工程との間の連絡等 

  製造課等から巾木工程に対する日常的な連絡は，伊丹工場巾木工程の名

称で登録されたメールアドレス宛に，化成品工程に対する連絡はＭ主任の

名称で登録されたメールアドレス宛に，被控訴人の社内一斉メールにより

なされていた。 

  平成２８年３月１５日から平成２９年３月までの間，Ｈ常勤主任は，伊

丹工場製造課に対し，巾木の製造状況を継続的にメールで報告した。また，

平成２８年７月４日から平成２９年３月２９日までの間，伊丹工場品質管
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理課は，巾木工程及び化成品工程を含む伊丹工場の各工程に対し，継続的

に製品検査の結果等を社内一斉メールで連絡した。 

巾木工程及び化成品工程から製造課等に対する日常的な連絡も，上記各

メールアドレスからなされており，製造課等からライフ社の従業員個人宛

に，また，ライフ社の従業員個人から製造課等にメールが送信されること

はなかった。 

（甲１０の１・２，３６～３９，４９～５３，７１～７５） 

オ 週報の送付等 

  Ｇは，１週間の工程管理上のトラブルや巾木工程の製作状況等について

週報を作成し，伊丹工場製造課及び巾木工程に対し，社内メールで送信し

ていた。(甲４５) 

カ 伝達事項による連絡 

 巾木工程についてＧが，化成品工程についてＫが，各製造工程における

不具合や留意事項をまとめた「伝達事項」と題する書面を作成し，Ｈ常勤

主任及びＭ主任に交付し，巾木工程及び化成品工程の掲示板に貼付されて

いた。「伝達事項」の作成名義人はＧ又はＫであり，その内容は，接着剤製

造時の混練異常停止時にとるべき具体的処置を示すもの（甲１２），不良

品削減のための検査体制の見直し（甲１３の５），ワイド巾木の製作スピ

ードアップをするに当たっての速度（6.0m/min)の指定（甲１３の４），巾

木の比重管理の狙い値を具体的に示すもの（甲３０の１），製作開始時の

上層の回転数を指示するもの（甲３０の３），品管提出サンプル回収時に

３枚以上重ねて切らないこと（甲７０）など作業手順や留意事項を具体的

に定めたり，作業に必要な設備の調査のため巾木工程作業者全員に対し記

入を求めたりするもの（甲７７）であった。このほか，Ｇは，Ｈ常勤主任に

対し，平成２７年７月，「巾木工程品質好感度アップについて」と題する書

面（甲６９）により，平成２６年下期からの品質管理課による指摘に言及
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し，現場検査レベルの低下が懸念されているとして，「職制を通じた報連

相の徹底と検査体制の見直し」を行うための具体的提案をしたこともあっ

た。（甲１２，１３の１～５，３０の１～３，３２，３４，４０～４２，６

２，６９，７０，７７，原審証人Ｆ） 

キ 連絡ノート 

  巾木工程には，連絡ノートが置かれ，「伝達事項」とは別に，①Ｈ常勤

主任が控訴人らを含む巾木工程に従事するライフ社の従業員宛に，②Ｈ常

勤主任や控訴人ＡがＧ宛に，③ＧがＨ常勤主任，特定の主任が属する班の

構成員，控訴人らを含む巾木工程に従事するライフ社の従業員宛に，それ

ぞれ留意事項やそれに対する対応等を記載していた。（甲３１の１・２，

３２～３５） 

ク 巾木リップ会議（巾木工程会議） 

  リップは巾木を成型する金型であり，長期使用により，メッキ加工部

に摩耗や劣化が生じ，巾木に筋が発生するなどの不具合が生じるため，

定期的に交換やメッキ化等のメンテナンスが必要となる。巾木工程では，

１か月に１回程度，リップのメンテナンス等に関する会議（以下「リッ

プ会議」という。）が開かれていた。ライフ社の従業員からは，巾木工

程３班のうちの１班が交代で出席することとなっており，１直の勤務時

間後に，巾木工程のある建物とは別の建物にある被控訴人の工程会議室

で行われていた。被控訴人からはＧが出席して議事録を作成し，ほかに

伊丹工場品質管理課や製造課の従業員も出席したことがあり，リップの

メンテナンス等や製品のクレーム等について被控訴人から説明や指示が

あった。リップ会議の日程はＧが設定し，Ｇは，リップ会議終了後，リ

ップ会議に出席したライフ社の従業員に残業時間を伝えていた。ライフ

社がリップ会議の議事録を作成したことはなかった。（甲１４の１～３，

６６，７６の１・２，７８，８９，９４，１４１，１４９，乙３２，原
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審及び当審控訴人Ａ本人） 

  この点に関し，被控訴人は，リップ会議はライフ社の要請により，ラ

イフ社が集積したリップの損耗状況に関する情報を被控訴人との間でも

共有するために開催されたものである旨主張する。しかしながら，後記

のとおり，平成２８年９月２８日，控訴人ＡがＬ社長に対してリップ会

議の残業について連絡した際，Ｌ社長は，リップ会議が行われているか

否か疑い，リップ会議の議事録の提出を求めたこと，そのため，Ｈ常勤

主任，控訴人ＤがＧに対し議事録の提出を依頼し，Ｇがライフ社にリッ

プ会議の議事録を交付するようになったことが認められる（なお，被控

訴人は，ライフ社の従業員がリップ会議の議事録を作成していたことを

示すものとして，控訴人Ａの同月３０日のメール(乙３２）を提出してい

るが，同メールには前日開催されたリップ会議について「議事録は出来

上がり次第お渡しします。」と記載されているにすぎないから，Ｇが作

成した議事録以外にライフ社独自の議事録が作成されていたことを認め

るに足りるものではない。）。このことから，リップ会議は，Ｌ社長の

指示で開催されたものではないものと推認することができるのであり，

これに加え，リップ会議が巾木工程のある建物とは別の建物にある被控

訴人の工程会議室で行われていたこと，リップ会議の議事録はＧが作成

しており，ライフ社では作成していないこと，リップ会議の日程はＧが

設定していたこと，Ｇがリップ会議終了後，リップ会議に出席したライ

フ社の従業員に残業時間を伝えていたことからすると，リップ会議は被

控訴人の指示により開催されていたものと推認することができるという

べきである。被控訴人の前記主張は採用することができない。 

ケ ダイスの分解掃除 

ダイスは月に１回程度分解して掃除しないと，製品不良の原因となるも

のであり，当時，その技術を有するのが控訴人Ｄしかいなかったため，平
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成２７年５月以降，控訴人Ｄが担当していた。控訴人Ｄは，主任を降格と

なった同年８月以降も，Ｇから，ダイスの分解掃除の指示を受けていた。

（甲３１の１・２，９２，原審控訴人Ｄ本人） 

   コ クレームや異常があった場合の報告等 

     被控訴人は，巾木工程の製品に関し，その製品の利用者からクレーム

が寄せられたとき，巾木工程の常勤主任に対し，クレーム品の原因調査

と再発防止策の検討を求め，その結果をＧが「クレーム品報告書」とし

てまとめていた。また，そのクレーム品についての「苦情処理完了報告

書」（甲１２８の３）の損失見積報告欄には，被控訴人が被る損失の見

積額が記載されている。（甲５の１～３，６３の１，１２７の１・３・

４，１２８の１～３） 

 また，巾木工程及び化成品工程で異常が発生した場合，巾木工程では

Ｇ又はＨ常勤主任が，化成品工程では伊丹工場製造課の担当者が「異常

報告書」（甲６，７）を作成し，被控訴人に提出していた。「異常報告書」

には，材料ロス及び工数ロスとして，被控訴人が被る損金が記載されて

いる。なお，「異常報告書」は，被控訴人が定めた書式に従って作成され

ている。（甲６の１～３，７の１～３，６３の１） 

 この点に関し，これらのクレームや異常がＬ社長に報告されていたこ

とをうかがわせる証拠はなく，被控訴人がライフ社に対して損失の補償

等を求めたことをうかがわせる証拠もない。 

   サ 巾木工程とプリント巾木工程との連動 

     プリント巾木のプリントベースとなる巾木は，巾木工程で生産されてい

る。平成２８年１２月１日，プリント巾木工程で大量の不良品が発生し，

プリント巾木を作り直すため，巾木工程でも巾木を作り直す必要が生じた。

その際，控訴人Ａは，Ｇからの直接の指示に基づき，既に決定済みの次週

の生産予定を前提に，次週に追加可能な生産可能数を算出し，Ｇは，これ
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に基づき，生産管理部と共に，次週の予定に入れ込む作り直し分の品種数

量を決め，週間製造日程表に追加した。この生産予定の変更の過程におい

て，Ｈ常勤主任やＬ社長が関与することはなかった。（甲１４１，１４２，

当審控訴人Ａ本人） 

   平成２６年頃以降のライフ社の労働時間の管理や勤務評定等 

   ア ライフ社の従業員の労働時間の管理等 

     勤怠管理 

      被控訴人の従業員の勤怠管理は，タイムカードではなく，ＩＣカード

によるシステムによりなされていた。（原審証人Ｆ） 

ライフ社の従業員は，被控訴人が以前に使用していたタイムカードの

用紙を用いて出退勤時間を打刻していたが，その打刻を失念した場合に

は，出退勤時間を手書きした上で，Ｈ常勤主任やＭ主任が承認印を押し

ていた。ライフ社が，同タイムカード以外の勤怠管理システムを有して

いたことを認めるに足りる証拠はない。（甲４の１～６，６３の１，１

７１，乙２３） 

     時間外労働 

 ライフ社では，平成２８年４月１１日までは，従業員が残業する場合，

Ｌ社長への事前申告と許可が徹底されていなかったが，同日以降，Ｌ社

長は，従業員が残業する際には現場事務所に設置したメール可能な携帯

電話を用いて事前の連絡と許可を求めるよう指示をした。 

 控訴人ＡがＬ社長に対してリップ会議の残業について連絡した際，Ｌ

社長は，リップ会議が行われているか否か疑い，リップ会議の議事録の

提出を求めた。そこで，Ｈ常勤主任，控訴人Ｄが，Ｇに平成２８年９月

２９日のリップ会議の議事録の提出を依頼し，Ｇは，ライフ社にリップ

会議の議事録を交付するようになった。 

 また，Ｌ社長は，平成２８年１０月に控訴人らを含むライフ社の従業
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員から残業代の支払を求める内容証明郵便を受けた後，同年１１月に被

控訴人の製造課長と打ち合わせをした。同打ち合わせにおいて，被控訴

人の製造課長は，Ｌ社長に対し，化成品工程の残業について，必要のな

い残業を減らすよう指導していること，控訴人Ｅの午前６時以前の出勤

について，被控訴人内で話題になり，やめるよう指導していること等を

述べていた。 

（甲６５，６６，８９，９４，１０３，１１４，１２３，乙１２，３１～

３４，原審控訴人Ｄ本人，当審控訴人Ａ本人） 

   イ ライフ社の従業員に対する勤務評定等 

     ライフ社の従業員の賃金は，平成１１年１０月以降，基本給が月額２３

万円になり，平成１８年４月以降に勤続手当（勤続年数×１５００円）が

支給されるようになり，平成２１年４月から基本給が月額２４万円になっ

たが，Ｌ社長は，平成２４年６月から平成２７年８月までの間，複数の従

業員の勤続手当，主任手当，常勤主任手当の支給を停止したり，有給休暇

を認めなかったりすることがあった。 

控訴人Ｄは，平成１２年５月，主任に昇格したが，平成２５年６月から

平成２７年８月までの間，勤続手当及び主任手当の支給を停止され，同月

に主任から降格され，代わりに控訴人Ａが主任に昇格した。 

また，Ｌ社長は，平成２８年１月，ライフ社の従業員の賃金を基本給に

ついて１万円を，勤続手当（能力手当）について半額を減額した。 

（甲９２，９５，原審控訴人Ｄ本人）   

 被控訴人のライフ社の従業員に対する安全確保等に関する指示，報告やラ

イフ社の従業員の配置等 

ア 事故が発生した場合の対応等 

控訴人Ｅは，平成２８年１０月２０日，フォークリフトをシャッターに

接触させる事故を起こし，控訴人Ｅ及びＭ主任は，「フォークリフトによ
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る事故届出書」及び「フォークリフトによる事故対策届」を作成して被控

訴人に提出した。同対策届には，フォークリフト管理者であるＭ主任が控

訴人Ｅに対して基本操作を厳守するよう指導した旨の記載がある。控訴人

Ｅは，前記事故について，伊丹工場安全衛生事務局宛に「ヒヤリ・ハット

報告書」を提出した。同報告書には，Ｊ係長の上司コメントとして，フォ

ークリフトの基本操作の徹底と材料倉庫シャッターの確認を指示した旨の

記載がある。（甲８の２，９の１，弁論の全趣旨） 

また，控訴人Ｃは，平成２９年１月２６日，フォークリフトを鉄骨に衝

突させる事故を起こした。控訴人Ｃ及びＨ常勤主任は，「フォークリフト

による事故届出書」及び「フォークリフトによる事故対策届」を作成して

被控訴人に提出した。同対策届には，フォークリフト管理者であるＨ常勤

主任が控訴人Ｃに対し，通路が狭くなっているときは，前後左右の確認を

一層注意深くし，リフトを止めサイドブレーキを使用するよう指導した旨

の記載がある。（甲８の１） 

このほか，控訴人らとは別のライフ社の従業員が平成２７年１２月１０

日にフォークリフトによる事故を起こした際，伊丹工場安全衛生事務局宛

に提出した「ヒヤリ・ハット報告書」には，Ｈ常勤主任の上司コメントの

記載がある。（甲９の２） 

なお，「フォークリフトによる事故届出書」及び「フォークリフトによ

る事故対策届」，「ヒヤリ・ハット報告書」は，いずれも被控訴人が定め

た書式に従って作成されている。（弁論の全趣旨） 

なお，これらの事故がＬ社長に報告されていたことをうかがわせる証拠

はない。 

  イ 被控訴人が開催する安全講習へのライフ社の従業員の出席等 

     被控訴人は，平成２８年６月，伊丹工場内の各工程及び各課に対し，同

年８月３１日及び同年９月７日に安全講習を実施する旨を通知し，化成品
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工程から２名，巾木工程から合計１２名の出席を求めた。（甲６４の１・

２） 

     また，平成２８年当時，伊丹工場では，カエルカエル作戦（工場内を整

理整頓し，清潔に保つための活動）が行われており，巾木工程もその活動

を求められた。（甲８０） 

   ウ 配置等 

巾木工程においてライフ社の従業員が有給休暇を取得する場合などの補

充と連絡は主にＨ常勤主任が行っており，補充や変更は３班のなかでなさ

れていた。（甲６３の１，乙１２） 

化成品工程で，月１，２回溶剤系を調合するときには，ライフ社からＭ

Ｖ工程へ派遣されている派遣労働者１名が，充填・缶積作業があるときに

は，ライフ社からＭＶ工程へ派遣されている派遣労働者１名と巾木工程か

ら１名の応援が，それぞれ来ていた。また，化成品工程の従業員が有給休

暇を取得する場合，控訴人Ｅは，事前にＬ社長ではなく，被控訴人の従業

員であるＭＶ工程のＪ係長に連絡し，応援の手配を依頼していた。（甲９

６，原審控訴人Ｅ本人） 

 巾木工程及び化成品工程の原材料，使用していた機械，設備，本件業務請

負契約１・２の請負金額 

 ア 原材料及びその費用 

  本件業務請負契約１・２では，原材料の調達は被控訴人からの支給又は

ライフ社の材料持ちとされているところ（５条１項），被控訴人では，購

買部が購入単価を下げるために，グループ会社での使用分を含めて製品の

製造に必要な原材料を一括購入しており，巾木工程及び化成品工程にも原

材料を支給していた。被控訴人とライフ社との間では，巾木工程及び化成

品工程の原材料の価格等について交渉されたことはなく，請負代金とは別

に，被控訴人が支給した原材料の費用について清算等がされたことはない。
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（甲１５，乙１，１９，２０，弁論の全趣旨） 

イ 使用していた機械，設備等 

 被控訴人は，平成１８年１０月２日，ライフ社との間で，伊丹工場内

の被控訴人が所有する建物について，被控訴人から依頼を受ける業務が

終了するまでの間，ライフ社の現場事務所として貸し渡す旨の使用貸借

契約を締結した。（甲１９） 

 被控訴人は，ライフ社との間で，平成１９年４月１日，巾木製造・成

型ライン一式の月額使用料を２万円とする旨の，平成２２年８月１日，

接着剤製造・加工ライン一式の月間使用料を２万円とする旨の各機械設

備賃貸借契約を締結した。当該契約には，ライフ社の善管注意義務に関

する定めはあるが（第３条），修理費の負担についての約定はない。な

お，月額使用料が２万円となった理由は不明である。（甲１６，乙２４） 

  機械に不具合があった場合，ライフ社の従業員が，伊丹工場工務課保

全係に連絡し，同係が修理等をしていた。（甲２９の１・２，甲９４） 

  また，前記リップやダイスも賃貸借契約の対象である製造機械の一部

であるが，リップの補修（メッキ化）については，Ｇが工務課保全係に

依頼し，そこから外部業者に出される。（甲３３） 

  ダイスの分解掃除は，前記のとおり，控訴人Ｄが行っていた。 

  ライフ社が，これらの機械の修理費やリップの費用等を負担したこと

はない。 

ウ 本件業務請負契約１・２の請負金額 

 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの請負金額は，本

件業務請負契約１について月額５４３万２０００円（消費税別），本件

業務請負契約２について月額１２５万６０００円（消費税別）と定額で

あり，製造した製品の数量や出来高による増減をしないものであった。 

   ライフ社は，被控訴人に対し，本件業務請負契約１・２につき，巾木製
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造・成型ライン一式及び接着剤製造・加工ライン一式の月間使用料各２

万円を控除して，毎月同額を請求していた。（甲１０１の２・４・６・

８・１０・１２・１４） 

 請負代金に関する補足説明 

被控訴人は， 請負代金について，前年度上半期の実績値と当該年度上

半期の生産計画に基づいて，標準原価法に基づく標準原価を還元する方

式に基づき，①被控訴人において標準原価（総原価）を割り出し，②当

該総原価からライフ社に請負で外注していない工程費用を控除して，請

負で外注している部分の原価を割り出した上で，③当該外注部分の原価

を月数で除して１か月当たりの金額を割り出し，④当該１か月当たりの

金額からライフ社の負担とする原材料費・間接費用（光熱費等）を控除

した金額を算出し，他方，⑤ライフ社は，ライフ社として受注できる金

額を被控訴人に提示し，⑥上記⑤の金額が上記④の金額以下であれば，

両者間において，請負代金を決定するというプロセスであり，請負代金

を決定する過程で，原材料費が控除されることにより，ライフ社が原材

料費を実質的に負担している旨主張する。 

しかしながら，仮にそのようなプロセスで請負代金額が決定されてい

るとしても，前年度の実績により算定されるから，当該年度において，

ライフ社が使用した原材料費が高騰したり，使用量が増加したりして原

材料費が増えたとしても，当該年度にその清算がされることはない。翌

年度もライフ社が受注することになれば，結果的にライフ社が前年度の

原材料費を負担したといえないこともないが，ライフ社が翌年度も受注

するとは限らない。 

それのみならず，被控訴人の主張するようなプロセスで被控訴人にお

いて請負代金額を決定していたのであれば，前記④で算出される金額は，

結局，ほぼ人件費に相当する部分で，被控訴人が想定する最大額という
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こととなり，他方，ライフ社が前記⑤で提示する金額は，ライフ社が原

材料費・間接費用（光熱費等）を負担しない前提で代金を算定すること

となるので，ライフ社が負担するライフ社の従業員への賃金，製造機械

の使用料月額２万円とライフ社の利益を考慮した額ということになる。

すなわち，被控訴人の主張する計算において「ライフ社の負担」とされ

ている原材料費の金額の当否についてライフ社に交渉の余地があったこ

とを認めるに足りる証拠はないから，当該原材料費は，被控訴人が自ら

原材料費を支出し，その余を外注した場合の妥当な発注額を決定するた

めに用いられている被控訴人内部の計算上の数値にすぎないのであり，

ライフ社は，被控訴人内部の計算とは関係なく自らは原材料費やその変

動リスクを負担しない前提で人件費等を考慮し受注額を提示するのであ

るから，ライフ社が請負代金の中から原材料費を負担しているというこ

とはできない。被控訴人の前記主張に従えば，原材料費を被控訴人が支

出し，負担しているにもかかわらず，被控訴人の内部計算上，妥当な外

注額を決める際，製造原価から原材料費相当額を控除する分だけ外注額

が少なくなる（受注者からみれば，受注額が少なくなる。）ことを理由

に，常に「実質的にみれば」原材料費は受注者が負担することになると

いう説明をすることになるのであって，不合理である。同主張は採用す

ることができない。 

   本件業務請負契約１・２によりライフ社が負うべき責任について 

本件業務請負契約１・２には，ライフ社が被控訴人に引き渡した製品に瑕

疵があったとき，ライフ社は自らの責任と費用負担をもって被控訴人の指定

する期日までにこれを修復する旨の定め（８条５項），ライフ社において，

被控訴人の要求する品質検査基準に適合しない場合には，被控訴人は，契約

を解除することができる旨の定め（１５条）がある。 

しかし，ライフ社が独自に品質検査等をしていたことを認めるに足りる証
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拠がないことは前記のとおりであり，巾木工程及び化成品工程で製造した製

品に不具合があった場合に，ライフ社の従業員が被控訴人に対しその原因に

関する報告等をしたり，被控訴人から製品の作り直しを指示されることがあ

ったことは認められるが，請負代金が減額されたり，原材料が増加した分に

ついて負担を求められたことをうかがわせる証拠もない。 

   ライフ社の従業員教育について 

ライフ社は，独自に従業員の募集を行っていた。ライフ社の従業員教育に

ついては，平成２６年頃までは，巾木工程では被控訴人の従業員から指導を

受けたことがあったが，主任を中心にライフ社の従業員が工程内教育・指導

を行っていた。（甲６３の１・２，弁論の全趣旨） 

控訴人Ｅは，化成品工程に異動となってから約１年間，ライフ社からＭＶ

工程へ派遣されている派遣労働者から指導を受けた。（甲９６） 

⑽ 被控訴人が平成２９年３月にライフ社と労働者派遣契約を締結した経緯 

   ア 巾木工程においては，通常，１，２月頃に，被控訴人から増産を要請さ

れることがあり，その繁忙期にはライン稼働を３ラインから４ラインにし

て対応することがあった。当初，ライフ社は，短期で臨時に人を雇い，各

班５名体制にして対応していたが，平成２０年頃から，増産期間が短くな

り，工程作業も複雑化し，多品種少量生産になったこともあり，短期で作

業を覚えることも難しくなり，短期の採用に応募する人も少なくなったた

め，繁忙期に限り，４名３交代制から６名２交代制の１２時間勤務制で対

応していた。（甲８９，９４） 

イ Ｌ社長は，平成２８年１月，被控訴人から同年２月以降の巾木の増産を

要請されたことから，ライフ社の従業員に対し，巾木工程について従前の

３交代制（８時間勤務）から２交代制（１２時間勤務）に応じるよう，ラ

イフ社労組との間で団体交渉をし，同年１月２５日，ライフ社労組とライ

フ社との間で三六協定が締結された。（甲８９，９４～９６）。 
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ウ Ｌ社長は，平成２９年１月，被控訴人から同年２月以降の巾木の増産を

要請された。その頃，ライフ社労組に対し，三六協定の更新を求めていた

が，合意することができず，ライフ社とライフ社労組との間の三六協定は

同年１月２５日に失効したため，Ｌ社長は，ライフ社の従業員に対し，時

間外労働をしないよう指示した（甲８９，９４，乙２２）。 

エ  Ｌ社長は，平成２９年２月，被控訴人の増産要請に対応するため，外

部から派遣労働者３名を受け入れて増員することを企図したが，巾木工

程の現場から，１週間の教育期間ではかえって足手まといになるとの苦

情が出され，実現しなかった。（甲８９，９４） 

 Ｌ社長は，Ｆ工場長に対し，同月２２日，同月限りで本件業務請負契

約１を解消する意向を伝え，同年３月から労働者派遣として，ライフ社

の従業員に対して直接指示をして増産対応をしてほしい，同月中には別

の業者に引き継ぎ，同月末をもって伊丹工場から撤退する意向を伝え，

Ｆ工場長は，この申し出を受け入れた。（甲８９，９４，乙２２） 

⑾ 被控訴人とシグマ社の労働者派遣契約 

シグマ社は，平成２９年３月２０日，同月２１日にライフ社の従業員１９

名と採用面接を実施した。その後，ライフ社労組の組合員１６名のうち，控

訴人らを除く１１名がライフ社労組を脱退した。シグマ社は，ライフ社の従

業員１９名のうち，ライフ社労組から脱退しなかった控訴人らを除く１４名

を採用した。被控訴人は，シグマ社との間で労働者派遣契約を締結し，同年

４月１日以降，シグマ社が採用した元ライフ社の従業員をそのまま巾木工程

及び化成品工程に派遣労働者として受け入れ，被控訴人の従業員とともに作

業をしている。（甲９７，９８，乙２１，弁論の全趣旨）  

  ⑿ 労働者派遣契約下における巾木工程及び化成品工程の業務の流れ 

生産管理部が，１週間ごとに巾木工程及び化成品工程の「製造依頼書」を

作成し，伊丹工場製造課に発行する。製造課製作係において生産計画を立て，
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「週間製造日程表」を作成し，巾木工程及び化成品工程は，「週間製造日程

表」に基づき製品を製造する。なお，「製造依頼書」は，本件業務請負契約

１・２の際においてライフ社に交付していたものと同じ書式であり，「週間

製造日程表」は，ライフ社が作成していたものと同じ書式である。 

また，製造された製品を搬入・搬出するために，本件業務請負契約１の際

にライフ社が使用していた書式と同じ「受入伝票」と「製品カード」を使用

している。 

労働者派遣契約に切り替えられた後も，巾木工程における伝達事項は，本

件請負契約１の際と同様，主任であるライフ社の従業員を通じて，他のライ

フ社の従業員に伝達されており，被控訴人が，個々のライフ社の従業員に直

接伝達事項を伝えることはなかった。なお，被控訴人は，Ｇが製造課のＪ係

長らに平成２９年３月１日以降の巾木工程のシフトの変更（３班４名体制か

ら２班６名体制になった後の班のメンバー変更）を連絡したメール（甲４７）

は，労働者派遣契約に切り替え後は被控訴人がライフ社の従業員のシフト決

定に関与することができるようになったことを示すものである旨主張するが，

同メールの内容はＧが巾木工程の班のメンバーの変更を被控訴人の他の部署

に連絡するものにすぎず，Ｇが班のメンバーを決定していたことを示すもの

ということはできない。同主張は採用することができない。 

（原審証人Ｆ，弁論の全趣旨） 

 ２ 争点１（巾木工程及び化成品工程は，遅くとも平成２９年３月頃には偽装請

負等の状態にあったか）について 

 労働者派遣法２条１号は，「労働者派遣」の意義について，「自己の雇用

する労働者を，当該雇用関係の下に，かつ，他人の指揮命令を受けて，当該

他人のために労働に従事させることをいい，当該他人に対し当該労働者を当

該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとする」と定めて

いる。 



 

- 30 - 

 

一方，請負は，当事者の一方がある仕事を完成することを約し，相手方が

その仕事の結果に対して報酬を支払うことを約するものであり（民法６３２

条），請負人に雇用されている労働者に対する指揮命令は請負人に委ねられ

ている。 

よって，請負人による労働者に対する指揮命令がなく，注文者がその場屋

内において労働者に直接具体的な指揮命令をして作業を行わせているような

場合には，請負人と注文者との間において請負契約という法形式が採られて

いたとしても，これを請負契約と評価することができない。労働者派遣と請

負との区別については，当判決別紙４の「労働者派遣事業と請負により行わ

れる事業との区分に関する基準を定める告示」（昭和６１年労働省告示第３

７号。平成２４年厚生労働省告示第５１８号による改正後のもの。以下「本

件区分基準」という。）が公表されている（乙２５参照）。本件区分基準は，

労働者派遣法の適正な運用を確保するためには労働者派遣事業に該当するか

否かの判断を的確に行う必要があるという観点から同法の行政解釈を示した

ものであり，その内容には合理性が認められるから，本件においても，これ

を参照するのが相当である。 

 本件での検討 

ア ライフ社が自己の雇用する労働者の労働力を自ら直接利用するものであ

るか否かについて 

 前記認定事実のとおり，平成２６年頃以降，ライフ社の遂行責任者と

して，巾木工程にはＨ常勤主任が，化成品工程にはＭ主任が配置されて

いたこと，被控訴人は，巾木工程及び化成品工程に製造依頼書を交付し，

巾木工程のＨ常勤主任及び化成品工程のＭ主任が週間製造日程表を作成

していたこと，伊丹工場製造課等と巾木工程及び化成品工程との日常的

な連絡は，巾木工程では伊丹工場巾木工程の名称のアドレスを，化成品

工程ではＭ主任の名称のアドレスを使用し，製造課等とＨ常勤主任及び
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Ｍ主任との間でメールの送受信がされており，製造課等とライフ社の従

業員個人との間でメールの送受信がされることはなかったこと，伊丹工

場製造課の担当従業員は，巾木工程及び化成品工程の製造過程における

留意点等をまとめた「伝達事項」を作成してＨ常勤主任及びＭ主任に交

付し，これが各作業場の掲示板に掲載されていたことが認められる。こ

れらの点をみれば，ライフ社と被控訴人による本件業務請負契約１・２

により定めた方法により，被控訴人のライフ社に対する業務遂行上の指

示が遂行責任者を通じてなされていたようにも見える。 

  しかしながら，伊丹工場において，主任を通じて現場の各従業員に情

報が伝達するという方法が，巾木工程及び化成品工程に限られていたこ

とを認めるに足りる証拠はない。組織において，業務に関する情報が職

制を通じ，上長から伝達されることは通常のことであり，被控訴人が，

巾木工程及び化成品工程において，Ｈ常勤主任やＭ主任との間で情報を

やり取りし，その配下のライフ社の従業員とは直接やりとりをしていな

かったからといって，被控訴人がライフ社の従業員に対し指示を行って

いなかったことになるわけではない。むしろ，伝達された情報の内容を

みれば，被控訴人の技術スタッフの作成した伝達事項の内容は，具体的

な作業手順の指示であったと認められる（被控訴人は，伝達事項は被控

訴人とライフ社との間で協議し，確定した事項について，書面によりラ

イフ社に通知しているものにすぎない旨主張するが，巾木工程及び化成

品工程において，被控訴人からの伝達事項とは別にライフ社が独自のノ

ウハウや専門的知見に基づき具体的な作業手順を検討し，考案するなど

していた形跡はないから，形式的に「協議」という形をとっていたとし

ても，その実態は被控訴人による具体的な業務遂行上の指示であったと

評価するほかはない。）。さらに，リップ会議の開催やダイスの分解掃

除については，被控訴人の従業員から，直接，ライフ社の従業員に対す
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る具体的な指示がされていたことは明らかである。 

被控訴人は，生産管理部からの製造依頼書の交付とライフ社による週

間製造日程表の作成が請負契約の受発注のプロセスである旨主張する。 

しかし，製造依頼書の交付及び週間製造日程表の作成は，巾木工程及

び化成品工程に固有のものではなく，業務請負ではない伊丹工場の他の

工程でも行われていたのであり，平成２９年３月に巾木工程が業務請負

から労働者派遣に切り替えられた後も，巾木工程における製造依頼書の

交付及び週間製造日程表の作成は切り替え前と同じ方法で行われていた

ことが認められる。また，ライフ社が被控訴人からの製造依頼に対し，

その変更を求めたり，内容について交渉したりしていたことをうかがわ

せるような証拠はない一方，ライフ社が作成し，被控訴人の技術スタッ

フが確認していた週間製造日程表は，現場において毎日製造すべき製品

の型番及び数量を記載した詳細なものであり，被控訴人の技術スタッフ

から修正を受けることもあったから，ライフ社が週間製造日程表を作成

するに当たり，その作業遂行の速度，作業の割り付け，順序を自らの判

断で自由に決定することができたと認めることはできない。さらに，ラ

イフ社が各工程において製造した製品を被控訴人に引き渡す前に，ライ

フ社独自の品質検査や検品を行っていたことを認めるに足りる証拠がな

いことは，前記したとおりである。したがって，製造依頼書の交付及び

週間製造日程表の作成をもって，請負契約の受発注のプロセスであると

評価することは困難である。むしろ，週間製造日程表の作成は，被控訴

人が，他の工程と同様，巾木工程及び化成品工程においても現場の労働

力を直接支配していたことを示すものということができる。 

したがって，ライフ社は，巾木工程及び化成品工程において，業務の

遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行っていたと認めることはで

きないから，本件区分基準２条一イに定める請負の要件は満たされてい
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ない。 

 次に，前記認定事実によれば，労働者の始業及び終業の時刻，休憩時

間，休日，休暇等に関しては，ライフ社の従業員との労働契約の条件に

従って行われており，ライフ社の従業員の勤怠管理は，被控訴人とは別

に，ライフ社が行っていたことが認められるほか，ライフ社の従業員の

時間外労働については，平成２８年４月頃以降，Ｌ社長は事前の許可を

求めていたことが認められる。しかしながら，Ｌ社長がリップ会議の開

催に疑問を持っていたことからうかがわれるように，ライフ社が管理支

配していないリップ会議にライフ社の従業員が出席していたこと，リッ

プ会議後，Ｇがライフ社の従業員に対し残業時間を伝えていたこと，平

成２８年１２月１日，プリント巾木工程で大量の不良品が発生し，巾木

工程の生産予定を変更する必要が生じた際，Ｌ社長やＨ常勤主任がこれ

に関与していた事実は認められないこと，これらに加え，化成品工程の

残業に関し，平成２８年１１月にＬ社長と被控訴人の製造課長が行った

打ち合わせの内容（甲１２３）に照らすと，Ｌ社長は，ライフ社の従業

員の労働実態を把握，管理しておらず，不要な残業をなくすことについ

ても，一般的・抽象的な呼びかけをすること以外にライフ社として現場

の実態や個々の従業員の稼働状況に即した具体的な指導を行っていたと

は認められない。したがって，ライフ社は，単に労働者の労働時間を形

式的に把握していたにすぎず，労働時間を管理していたとは認めること

はできないから，本件区分基準２条一ロに定める請負の要件も満たされ

ていない。 

     さらに，前記認定事実のとおり，ライフ社の従業員が事故を惹起した

場合には，ライフ社の常勤主任又は主任が被控訴人に対して報告すると

ともに，当該従業員を指導していたことが認められるが，Ｌ社長に伝え

られたことや，これに基づき，ライフ社として，従業員の服務規律に関
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する指示が行われていたことを認めるに足りる証拠はない。また，請負

であれば，ライフ社の従業員が有給休暇をとる場合において仕事の完成

を確保するための応援者を手配することはライフ社の責任で行うべき事

項であると考えられるが，２名しか配属されていない化成品工程におい

て控訴人Ｅが有給休暇をとる場合の応援者の手配は，被控訴人の従業員

であるＪ係長に連絡することにより行われており，Ｌ社長が関与してい

た形跡はない。これらの点に照らすと，本件区分基準２条一ハに定める

請負の要件も満たされているとはいえない。   

 イ ライフ社が請負契約により請け負った業務を自己の業務として当該契

約の相手方から独立して処理するものであるか否かについて 

 前提となる事実及び前記認定事実のとおり，本件業務請負契約１・２

の請負代金は，巾木工程及び化成品工程ともに定額であり，製品に不具

合が生じた場合，ライフ社から被控訴人に対して報告等がされていたが，

本件業務請負契約１・２に基づきライフ社が一度でも被控訴人から請負

人としての法的責任の履行を求められた形跡はないから，実態として，

ライフ社が請負契約に基づく請負人としての法律上の責任を負ってい

たとは認められない。 

 また，巾木工程及び化成品工程の製品の原材料をライフ社が自ら調達

していたということができないことは，前記請負代金についての補足説

明において判示したとおりである。また，ライフ社は，被控訴人から現

場事務所を無償で貸与され，巾木工程及び化成品工程の製造ラインを月

額使用料２万円として被控訴人から賃借していたが，月額使用料２万円

の根拠は不明であり，製造機械の貸与について，修理費の負担について

は何ら定めがなく，その負担について何ら協議された形跡はなく，被控

訴人が修理費の一切を負担していたと認められ，これに反する証拠はな

い。したがって，ライフ社が，原材料や製造機械を自己の責任や負担で
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準備し，調達したと評価することはできない。 

 さらに，ライフ社の従業員は，巾木工程でライフ社の従業員だけにな

った後は，主任を中心に工程内教育・指導を行っていたが，平成２９年

２月，被控訴人から増産要請があり，Ｌ社長が派遣労働者３名を増員す

ることを企図した際に，巾木工程の現場から，１週間の教育期間では対

応できないことを理由に反対があり，実現しなかったことからすると，

ライフ社には独自に巾木工程や化成品工程で必要な社員教育を行う能

力やノウハウがあったとは認められない。そもそも，控訴人らが巾木工

程で稼働するために必要となる知識や技量は，被控訴人の従業員であっ

たＳが控訴人らをオンザジョブで指導したことにより得られたもので

あったことが認められるのであり，ライフ社から教育や研修を受けたこ

とによるものではない。 

 これらの事情を考慮すると，ライフ社は，被控訴人から請負契約によ

り請け負った業務を自らの業務として被控訴人から独立して処理して

いたものということができないから，本件区分基準２条二の請負の要件

も満たされていない。 

ウ 以上によれば，ライフ社が本件業務請負契約１・２に基づいて被控訴人

の伊丹工場の巾木工程及び化成品工程で行っていた業務は，本件区分基準

にいう請負の要件を満たすものということはできない。もともと，平成１

５年法律第８２号による労働者派遣法附則４項の改正（平成１６年３月１

日施行。以下「平成１６年改正」という。）がされる前は，製造業におい

て産休産後休業等の場合を除き労働者派遣事業を行うことは禁止されて

いたが，ライフ社の従業員は，平成１１年頃からライフ社と被控訴人との

間の業務請負契約に基づき，伊丹工場の巾木工程で稼働しており，当時の

巾木工程においては，ライフ社の従業員と被控訴人の従業員とが混在し，

ともに被控訴人の指揮監督下で労務を提供していたことが認められるか
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ら，当該業務請負契約が請負としての実態がなく製造業における労働者派

遣禁止を免れるための脱法的行為であったことは明らかである。その後，

平成１６年改正により製造業における労働者派遣が認められた後も，平成

２２年頃までは巾木工程や化成品工程でライフ社の従業員と被控訴人の

従業員が混在しており，同年頃，被控訴人の従業員Ｓがプリント巾木工程

に異動し，混在が解消された後も，控訴人らは，他の被控訴人の工程にお

ける労働者と同様，その製造の詳細な手順や方法について被控訴人から指

示を受け，被控訴人の製造計画に従って製品を製造していたのであり，そ

の労働時間を実質的に管理していたのも被控訴人であったことが認めら

れるのであるから，本件業務請負契約１・２について，独立の業務請負契

約としての実態があったとは認められない。したがって，巾木工程及び化

成品工程は，遅くとも本件業務請負契約１・２が締結された平成２８年４

月１日以降，巾木工程については本件業務請負契約１が終了した平成２９

年２月２８日まで，化成品工程については本件業務請負契約２に基づき役

務の提供を受けた同年３月３０日まで，いずれも偽装請負等の状態にあっ

たものというべきである。 

３ 争点２（被控訴人には偽装請負等の目的があったか）について 

 労働者派遣法４０条の６の規定は，平成２４年法律第２７号２条（平成２

７年１０月１日施行）により新設された規定である。同規定の制度趣旨は，

違法派遣の是正に当たって，派遣労働者の希望を踏まえつつ雇用の安定を図

ることができるようにするため，違法派遣を受け入れた者に対する民事的な

制裁として，当該者が違反行為を行った時点において，派遣労働者に対し労

働契約の申込みをしたものとみなすことにより，労働者派遣法の規制の実効

性を確保することである（甲１３６）。しかるところ，同項１号（禁止業務

違反），同項２号（無許可事業主からの派遣受け入れ），同項３号及び４号

（派遣の期間制限違反）とは異なり，同項５号（偽装請負）の場合には，労
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働者派遣の役務の提供を受ける者に偽装請負等の目的があることが要件と

されている。これは，同項１号から４号までは，違反事実が比較的明らかで

あるのに対し，同項５号の場合には，労働者派遣の指揮命令と請負の注文者

による指図等の区別は微妙な場合があり，請負契約を締結した者が労働者派

遣におけるような指揮命令を行ったというだけで，直ちに前記民事的な制裁

を与えることが相当ではないと考えられることから，特に偽装請負等の目的

という主観的要件を付加したものと解される。このような主観的要件は，労

働者派遣の役務の提供を受ける者が自らこれを認めるような場合を除き，通

常，客観的な事実から推認することになると考えられるが，偽装請負等の目

的という主観的要件が特に付加された趣旨に照らし，偽装請負等の状態が発

生したというだけで，直ちに偽装請負等の目的があったことを推認すること

は相当ではない。しかしながら，日常的かつ継続的に偽装請負等の状態を続

けていたことが認められる場合には，特段の事情がない限り，労働者派遣の

役務の提供を受けている法人の代表者又は当該労働者派遣の役務に関する

契約の契約締結権限を有する者は，偽装請負等の状態にあることを認識しな

がら，組織的に偽装請負等の目的で当該役務の提供を受けていたものと推認

するのが相当である。 

 これを本件についてみると，前記のとおり，ライフ社が被控訴人と業務請

負契約を締結して巾木工程に関与を始めた平成１１年頃のライフ社の被控

訴人に対する役務の提供が偽装請負であったことは明らかであり，そのこと

を被控訴人も認識していたことは優に認められる。そして，平成１６年改正

により製造業が労働者派遣の対象業務として認められた後も，伊丹工場の巾

木工程におけるライフ社の従業員の労務提供の在り方が直ちに変更される

ことはなく，平成２２年頃までは，巾木工程では被控訴人の従業員Ｓがライ

フ社の従業員と共に稼働していたことが認められ，化成品工程でも被控訴人

の従業員とライフ社の従業員が混在していたことが認められる。確かに，平
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成２６年頃，被控訴人は，プリント巾木工程のＳが巾木工程のライフ社の従

業員を指導したことが請負契約における指揮命令権の観点から問題がある

と考え，Ｓをプリント巾木工程から異動させたことが認められるが，このこ

とは，逆にいえば，被控訴人において本件業務請負契約１・２が偽装請負と

される可能性を意識していたことを示すものである。そして，前記検討した

ところによれば，被控訴人は，従業員の混在がなくなった後も巾木工程及び

化成品工程におけるライフ社の従業員に対する業務遂行上の具体的な指示

を続けるなど，偽装請負等の状態を解消することなく，日常的かつ継続的に

偽装請負等の状態を続けていたのであるから，本件業務請負契約１・２が解

消されるまでの間，被控訴人には，偽装請負等の目的があったものと推認す

ることができる。 

 これに対し，被控訴人は，①平成２８年当時，被控訴人伊丹工場では，労

働者派遣契約を締結している工程も存在しており，偽装請負を行う必要など

なかったこと，②請負契約を締結していた工程は外注に馴染む工程であった

こと，③被控訴人が，平成２９年３月１日，巾木工程について労働者派遣契

約を締結したのはライフ社やシグマ社の申出に基づくものであったこと等

に鑑みれば，被控訴人とライフ社との間の業務請負契約の締結権者であった

Ｆ工場長において，労働者派遣法の規制を回避する意図を有していなかった

ことは明らかである旨主張する。 

  しかしながら，前記のとおり，現に巾木工程及び化成品工程における労働

実態が，偽装請負等の状態に該当し，これが日常的かつ継続的に行われてい

たことが認められる以上，被控訴人の主張する①及び②の点は，偽装請負等

の目的についての前記推認を覆すに足りるものではない。また，③の点につ

いては，ライフ社やシグマ社の申出に基づくものか否かにかかわらず，被控

訴人が，平成２９年３月１日，巾木工程を業務請負契約から労働者派遣契約

に切り替えることを承諾し，切り替え後も切り替え前と同じ態様で製造を継
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続することができたことは，むしろ，切り替え前において，被控訴人が偽装

請負等の状態を認識しながら，これを改善することなく組織的に偽装請負等

の状態を継続していたことを推認させるものということができる。したがっ

て，被控訴人の主張はいずれも採用することができず，他に，被控訴人が偽

装請負等の目的を有していた旨の前記認定を覆すに足りる特段の事情は見

当たらない。そして，このように偽装請負等の目的があったことが認められ

る以上，被控訴人に労働者派遣法４０条の６第１項ただし書の善意無過失が

認められる余地はないというべきである。 

 しかるところ，同項本文の規定により，労働契約の申込みをしたとみなさ

れる場合には，違法行為がされている日ごとに労働契約の申込みをしたとみ

なされることになる（甲１３６）。したがって，被控訴人は，同項５号に基

づき，巾木工程のライフ社の従業員に対しては，本件業務請負契約１が終了

した平成２９年２月２８日まで，化成品工程のライフ社の従業員に対しては，

本件業務請負契約２に基づき役務の提供を受けた同年３月３０日まで，毎労

働日に労働契約の申込みをしたものとみなされるというべきである。  

 ４ 争点３（控訴人らの労働条件）について 

 期間の定めについて 

ア 控訴人Ｃについて 

前記補正の上引用した原判決の前提となる事実のとおり，控訴人Ｃとラ

イフ社との労働契約は，平成２５年９月１３日から平成２９年３月３０日

（ライフ社から整理解雇された日。以下同じ。）まで契約が継続していた

ことが認められる。しかるところ，証拠（甲１５９，１６２の１・２）に

よれば，この間，控訴人Ｃとライフ社は労働契約書を交わしたことがない

こと，平成２８年３月２６日に行われたライフ社労組とライフ社との団体

交渉において，Ｌ社長が「そもそも，だってウチは有期雇用じゃないから，

元々。」と述べていることが認められるから，控訴人Ｃとライフ社との間
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の労働契約は期間の定めがなかったものと認めるのが相当である。なお，

雇用期間平成２７年１２月１６日から平成２８年４月１５日までとの記載

のある労働契約書（継続）（甲３の２）については，控訴人Ｃの署名押印

はないから，ライフ社が控訴人Ｃに対して一方的に交付したものであると

推認するのが相当であり，控訴人Ｃとライフ社との間の労働条件を認定す

るための証拠としては採用することができない。また，被控訴人は，前記

団体交渉の際に，ライフ社労組が読み上げたライフ社の回答内容からする

と，ライフ社と控訴人らとの労働契約は期間の定めのあるものであること

は明らかである旨主張するが，証拠（甲１６２の１・２，１７５，乙３６）

によれば，ライフ社の回答は労働者に対して就業規則に基づく労働契約の

更改を求めているにすぎず，就業規則（甲１７２）には雇用期間に関する

定めはないから，前記回答は何ら雇用期間の定めの有無とは関係がないと

いうべきであり，この点の被控訴人の主張は採用することができない。 

イ 控訴人Ａについて 

前記補正の上引用した原判決の前提となる事実のとおり，控訴人Ａは，

平成１２年７月末頃，ライフ社に入社した後，平成１３年９月に退職，平

成１５年１０月に復職，平成１７年３月に退職，平成１８年８月に復職，

平成２０年４月に退職，平成２１年５月に復職，平成２３年９月退職し，

平成２７年５月１１日の復職以降は，平成２９年３月３０日までライフ社

との労働契約が継続していたことが認められる。しかるところ，証拠（甲

１５７）によれば，平成２７年５月１１日から平成２９年３月３０日まで

の間，控訴人Ａはライフ社と労働契約書を交わしたことがないこと，前記

のとおり，Ｌ社長が「そもそも，だってウチは有期雇用じゃないから，元々。」

と述べていることが認められるから，控訴人Ａとライフ社との間の労働契

約は期間の定めがなかったものと認めるのが相当である。なお，雇用期間

平成２７年１２月１６日から平成２８年４月１５日までとの記載のある労
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働契約書（継続）（甲３の１）については，控訴人Ａとライフ社との間の労

働条件を認定するための証拠として採用することができないのは，控訴人

Ｃの場合と同じである。 

ウ 控訴人Ｄについて 

前記前提となる事実のとおり，控訴人Ｄとライフ社との間の労働契約は，

平成１０年１１月２０日から平成２９年３月３０日まで継続していたこと

が認められるところ，証拠（甲１６７，１６８）及び弁論の全趣旨によれ

ば，この間，控訴人Ｄが署名押印したのは，平成１０年１１月２０日付け

の労働契約書（新規）と，控訴人Ｄ署名押印はないが，控訴人Ｄが署名押

印したことを自認している平成１９年４月頃の雇用期間平成１９年４月１

日から平成２０年３月３１日まで（自動更新とする）旨の記載がある労働

契約書（継続）（甲１６８）しかない。なお，雇用期間平成２７年１２月

１６日から平成２８年４月１５日までとの記載のある労働契約書（継続）

（甲３の３）については，控訴人Ｄとライフ社との間の労働条件を認定す

るための証拠として採用することができないのは，控訴人Ｃの場合と同じ

である。 

控訴人Ｄの労働契約は，平成１０年以降１８年以上継続しており，その

間，甲１６８の労働契約書等が作成されたことがあったというだけで，有

期雇用契約であったと認めるのは，その労働実態と合致しない上，更新手

続が行われていたことを認めるに足りる証拠もない。そして，前記のとお

り，Ｌ社長が「そもそも，だってウチは有期雇用じゃないから，元々。」

と述べていることや控訴人Ｄよりもライフ社における勤務期間の短い控訴

人Ｃや控訴人Ａの労働契約については期間の定めがないものであったと認

められることに照らすと，控訴人Ｄについてもライフ社との間の労働契約

は期間の定めがなかったものと認めるのが相当である。 

   エ 控訴人Ｅ及び控訴人Ｂについて 
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     控訴人Ｅとライフ社との間の労働契約は平成１１年１月１９日から平成

２９年３月３０日まで約１８年以上，控訴人Ｂとライフ社との間の労働契

約は平成１２年８月１日から平成２９年３月３０日まで約１６年以上，そ

れぞれ継続しており，各労働契約が有期雇用契約であったと認めるのは，

その労働実態と合致しない上，証拠（甲１５８，１６１）及び弁論の全趣

旨によれば，この間，控訴人Ｅ及び控訴人Ｂが署名押印した契約書は，入

社当初の契約書と平成１９年４月頃の契約書しかないことが認められ，更

新手続が行われていたことを認めるに足りる証拠はない。そうすると，控

訴人Ｅ及び控訴人Ｂについても，控訴人Ｄと同様な理由により，ライフ社

との間の各労働契約は期間の定めがなかったものと認めるのが相当である。  

   賃金，その他の労働条件について 

証拠（甲１６３，１６４の５，１６９～１７２）及び弁論の全趣旨によれ

ば，控訴人らの賃金は，当判決別紙１「労働契約一覧」の各賃金欄，その他

の労働条件は，同別紙の仕事内容欄，就労時間欄，休日欄に各記載のとおり

認められる。 

   労働契約の成立について 

    前記補正の上引用した原判決の前提となる事実のとおり，控訴人Ｅ以外の

控訴人らは，被控訴人に対し，平成２９年３月１７日，被控訴人の雇用の申

込みを承諾する旨の意思表示を発し，同月２１日に到達したことが認められ

るから，平成２９年法律第４４号附則１９条１項の規定によりなお従前の例

によることとされる場合における同法による改正前の民法（以下「旧民法」

という。）５２６条により，同月１７日に当判決別紙１「労働契約一覧」の

１から４までのとおり，労働契約が成立したものと認めることができる。 

被控訴人は，控訴人らの労働契約が有期雇用契約であったことを前提に，

各労働契約は最長でも平成２９年４月１５日までのものになる旨主張するが，

前記のとおり，控訴人らの労働契約は，いずれも期間の定めのないものであ
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ったと認められるから，同主張は採用することができない。また，被控訴人

は，ライフ社と控訴人らとの労働契約は，同年３月３０日に整理解雇により

終了しているから，被控訴人との間で成立する労働契約も同日までのものに

ならざるを得ないとも主張する。しかしながら，ライフ社との間で期間の定

めのない労働契約を締結していた控訴人らが，労働者派遣法４０条の６第２

項の期間内に同条３項の承諾する旨の意思表示をしたときは，当該承諾する

旨の意思表示をした同月１７日の時点で被控訴人との間では期間の定めがな

い労働契約が成立することになるはずであるから，その後，同月３０日にラ

イフ社が控訴人らを整理解雇したからといって，既に被控訴人との間で成立

した期間の定めのない労働契約の内容や効力に影響を与えることはないとい

うべきである。したがって，被控訴人の同主張も採用することができない。 

５ 争点４（控訴人Ｅの承諾の意思表示の時期）について 

 控訴人Ｅは，ライフ社労組の執行委員長として，平成２９年３月２４日に

被控訴人に対し直接雇用を求める団体交渉要求書を発し，被控訴人の申込み

に対して承諾しているから，同日には労働契約が成立している旨主張する。

しかしながら，控訴人Ｅは，ほかの控訴人らが承諾通知を発した際には，そ

のときには家族の同意が得られなかったため，一緒に承諾通知を発しなかっ

た旨述べていることが認められ（甲８４），また，前記補正の上引用した原

判決の前提となる事実のとおり，ライフ社労組は，被控訴人に対し，労働者

派遣法４０条の６に基づき直接雇用の申込みに対し「承諾通知を行っている

従業員ら」について雇用契約が成立したと扱うことなどを求めて団体交渉を

行っており，承諾通知を行っている従業員らに控訴人Ｅは含まれていないこ

とは明らかであるから，この点の控訴人Ｅの主張は採用することができない。

しかしながら，控訴人Ｅは，同年８月２５日に承諾通知を発しているから，

旧民法５２６条により，同日に当判決別紙１「労働契約一覧」記載５の労働

契約が成立したものと認められる。 
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 被控訴人は，控訴人Ｅについては，ライフ社との労働契約の期間内に承諾

する旨の意思表示がされておらず，また，派遣労働者に係る労働契約が終了

している場合には，労働者派遣法４０条の６の規定により派遣先である被控

訴人との間で労働契約が成立する余地はないと主張する。 

しかし，労働者派遣法４０条の６第２項の文言上，同条３項の承諾する旨

の意思表示は同条１項に規定する行為が終了した日から１年を経過する日ま

での期間以内になされなければならないこと以外の要件は定められていない。

同条は，違法派遣を是正するに当たり，派遣労働者の希望を踏まえつつ雇用

の安定を図ることができるようにすることを制度趣旨とする規定であるから，

同条１項により派遣先が労働契約の申込みをしたとみなされる場合には，そ

の後，当該派遣労働者の労働契約が終了したとしても，同条２項の期間内は，

当該派遣労働者は，その希望により派遣先との間で労働契約を成立させるこ

とができると解するのが制度趣旨に合致する。また，被控訴人の主張が，同

条の規定の効果に関し，同条により派遣先との間で成立する労働契約の存続

期間については，派遣労働者に係る元の労働契約に含まれる内容（残存期間）

がそのまま適用されるとの考え方を前提とするものであれば，本件において，

控訴人Ｅが平成２９年３月３０日に整理解雇されたという事実は期間の定め

のない労働契約を終了させた具体的事実ではあっても，労働契約において定

められていた労働条件ではないから，同条１項にいう「同一の労働条件」に

含まれると解することには疑問がある。それのみならず，被控訴人の主張は，

同条と同趣旨の規定の新設を提言した平成２１年１２月２８日労働政策審議

会答申（甲１５４）の直前である同月２２日に開催された第１４１回労働政

策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会（甲１５３）におけるＴ公益委

員の説明（「申込みの内容につきましては，派遣元との契約と同じものであ

りますが，派遣先との雇用契約が例えば１年間の雇用契約であった場合，派

遣元との契約の残り期間や派遣先との契約がすでに終了している否かにかか
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わらず，労働者の受諾の時点から１年間の雇用契約となります。」）とも整

合しない。これに加え，前記した同条の制度趣旨を踏まえると，被控訴人の

同主張は採用することができない。 

 ６ まとめ 

   したがって，被控訴人は，労働者派遣法４０条の６第１項５号に該当する行

為を行い，遅くとも平成２９年２月２８日（控訴人Ｅについては同年３月３０

日）に同項柱書本文により労働契約の申込みをしたものとみなされ，これに対

して，控訴人Ｅを除く控訴人らは，同条第２項の期間内である同月１７日に承

諾する旨の意思表示を発したから，旧民法５２６条により，同日，控訴人Ｅを

除く控訴人らと被控訴人との間に，当判決別紙１「労働契約一覧」記載１から

４までの各労働契約が成立したと認められ，控訴人Ｅを除く控訴人らには，被

控訴人に対し，契約成立後の日である同年４月１日から当判決別紙１「労働契

約一覧」記載１から４まで各労働契約に係る賃金（当判決別紙２「賃金一覧」

各記載のとおり）の支払を求める権利が認められる。 

また，控訴人Ｅも労働者派遣法４０条の６第２項の期間内である同年８月２

５日に承諾する旨の意思表示をしたから，同日，控訴人Ｅと被控訴人との間に，

当判決別紙１「労働契約一覧」記載５の労働契約が成立したと認められ，控訴

人Ｅには，被控訴人に対し，同日から当判決別紙１「労働契約一覧」記載５の

労働契約に係る賃金（当判決別紙２「賃金一覧」記載のとおり）の支払を求め

る権利が認められる。 

第４ 結論 

   以上と異なり，控訴人らの請求をいずれも棄却した原判決は相当ではないか

ら，原判決を取り消し，主文のとおり判決する。 

 

     大阪高等裁判所第２民事部 
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         裁判長裁判官      

                                       

清    水         響 

                      

                              

  

                               

           裁判官        

                                       

                   川    畑    正    文 

                                     

 

                                     

                                     

           裁判官           

                                       

                   佐  々  木    愛    彦 

 

 ４７頁及び別紙３は記載省略 







 

 

 

 

別紙２ 賃金一覧 

１ 控訴人Ａ 

 平成２９年４月から平成３０年３月まで 月額２４万６５００円 

 平成３０年４月から平成３１年３月まで 月額２４万８０００円 

 平成３１年４月から令和２年３月まで  月額２４万９５００円 

 令和２年４月から令和３年３月まで   月額２５万１０００円 

 令和３年４月から令和４年３月まで   月額２５万２５００円 

 以降毎年４月に１５００円増額した金額 

２ 控訴人Ｂ 

 平成２９年４月から平成３０年３月まで 月額２６万４０００円 

 平成３０年４月から平成３１年３月まで 月額２６万５５００円 

 平成３１年４月から令和２年３月まで  月額２６万７０００円 

 令和２年４月から令和３年３月まで   月額２６万８５００円 

 令和３年４月から令和４年３月まで   月額２７万００００円 

 以降毎年４月に１５００円増額した金額 

３ 控訴人Ｃ 

 平成２９年４月から平成３０年３月まで 月額２３万６５００円 

 平成３０年４月から平成３１年３月まで 月額２３万８０００円 

 平成３１年４月から令和２年３月まで  月額２３万９５００円 

 令和２年４月から令和３年３月まで   月額２４万１０００円 

 令和３年４月から令和４年３月まで   月額２４万２５００円 

以降毎年４月に１５００円増額した金額 

４ 控訴人Ｄ 

 平成２９年４月から平成３０年３月まで 月額２６万７０００円 

 平成３０年４月から平成３１年３月まで 月額２６万８５００円 

 平成３１年４月から令和２年３月まで  月額２７万００００円 



 

 

 

 

 令和２年４月から令和３年３月まで   月額２７万１５００円 

 令和３年４月から令和４年３月まで   月額２７万３０００円 

以降毎年４月に１５００円増額した金額 

５ 控訴人Ｅ 

平成２９年８月から平成３０年３月まで 月額２６万７０００円 

 平成３０年４月から平成３１年３月まで 月額２６万８５００円 

 平成３１年４月から令和２年３月まで  月額２７万００００円 

 令和２年４月から令和３年３月まで   月額２７万１５００円 

 令和３年４月から令和４年３月まで   月額２７万３０００円 

以降毎年４月に１５００円増額した金額 

 




